
※ 地方交付税交付金等については「新経済・財政再生計画」との整合性に留意しつつ要求。義務的経費については、国勢調査に必要な経費の増等について加減算。

令和２年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について

自然増 0.53兆円

前年度

予算額
75.9兆円

16.0兆円 32.5兆円 14.8兆円 12.6兆円

地方交付税

交付金等
年金・医療等 裁量的経費 義務的経費

さらに、聖域を設けることなく施策・制度の抜本的見直し

新しい日本のための優先課題推進枠

裁量的経費に係る削減額
（▲10％：▲Ａ）

裁量的経費に係る削減額Ａ×３倍

裁量的経費への振替額Ｂ×３倍

義務的経費に係る削減額（▲Ｂ）

裁量的経費への振替額 (＋Ｂ)

●社会保障の充実、教育負担の軽減・子育て層

支援等の消費税率引上げに伴う増

●「臨時・特別の措置」の具体的な内容

（予算編成過程において検討）
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「令和２年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」 
（令和元年７月 31日閣議了解）の骨子 

 

令和２年度予算は、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」を踏まえ、引き続き、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」で示された「新経済・
財政再生計画」の枠組みの下、手を緩めることなく本格的な歳出改革に取り組む。 

 

１．要求 

 

○ 年金・医療等については、前年度当初予算額に高齢化等に伴ういわゆる自然増（5,300 億円）を加算した範囲内で要求。ただし、増加額につい
て、「経済・財政再生計画 改革工程表」に沿って着実に改革を実行していくことを含め、合理化・効率化に最大限取り組み、高齢化による増加分
に相当する伸びにおさめることを目指すこととし、その結果を令和２年度予算に反映させる。 

 

○ 地方交付税交付金等については、「新経済・財政再生計画」との整合性に留意しつつ要求。 

 

○ 義務的経費については、前年度当初予算のうち通常分（「臨時・特別の措置」を除いたものをいう。以下同じ。）の額と同額を要求。義務的経費
を削減した場合には同額を裁量的経費で要求可。国勢調査に必要な経費の増等については加減算。 

 

○ その他の経費については、前年度当初予算のうち通常分の額の 100分の 90（「要望基礎額」）の範囲内で要求。 

 

○ 予算の重点化を進めるため、「基本方針 2019」及び「成長戦略実行計画・成長戦略フォローアップ・令和元年度革新的事業活動に関する実行計
画」等を踏まえた諸課題について、「新しい日本のための優先課題推進枠」を設け、各省は、前年度当初予算のうち通常分におけるその他の経費に
相当する額と要望基礎額の差額に 100分の 300を乗じた額及び義務的経費が前年度当初予算のうち通常分の額を下回る場合にあっては、当該差
額に 100分の 300を乗じた額の合計額の範囲内で要望。 

 

２．予算編成過程における検討事項 

 

○ 要求・要望について、これまでの安倍内閣の歳出改革の取組を基調とした効率化を行う。その上で、「新しい日本のための優先課題推進枠」に
おいて要望された経費については、「新経済・財政再生計画」における歳出改革の取組を継続するとの方針を踏まえ措置する。 

 

○ 消費税率引上げに伴う増（これまで定められていた社会保障の充実、「新しい経済政策パッケージ」で示された「教育負担の軽減・子育て層支
援・介護人材の確保」等）については、前年度当初予算の例に基づき所要の額を要求するものとし、その対前年度からの増加の取扱いについ
ては、予算編成過程で検討する。 

 

○ 消費税率引上げ前後の需要変動の平準化を図り、経済の回復基調に影響を及ぼさないように万全を期す観点から、歳出改革の取組を継続
するとの方針とは別途、消費税率引上げの需要変動に対する影響の程度や最新の経済状況等を踏まえ、適切な規模の「臨時・特別の措置」を
講ずる。その具体的な内容については、予算編成過程において検討する。 

 

３．要求期限 

 

○ 要求に当たっては８月末日の期限を厳守。 

２
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令和元年８月２日 
 

令和２年度概算要求に向けた主要検討事項 
 

      
※（カッコ内は令和元年度予算額） 

○新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための 

指導・運営体制の構築（チームとしての学校運営体制の推進） 
 

◆義務教育費国庫負担金 --(1兆5,200億円) 

➣義務教育9年間を見通した指導体制支援(小学校英語専科指導、教科担任制の先行的取組)、

中学校における学びや生活に関する課題への対応、主幹教諭や事務職員による学校マネジメン

ト機能強化、貧困等に起因する学力課題の解消への対応のための教員等の増員 

 

◆専門スタッフや外部人材の拡充 --(135億円) 
➣スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーや部活動指導員などの専門スタッフ 

や、事務作業軽減のためのスクール・サポート・スタッフなど外部人材の拡充  

○学校安全の更なる強化 --(4億円) 
➣地域ぐるみの学校安全体制整備の推進（見守り活動の充実等） 

➣セーフティプロモーションの考え方も参考にした学校安全の推進 
 

○国立大学改革の推進 --(1兆1,016億円) 

➣取組・成果に応じた手厚い支援と厳格な評価を徹底することにより、国立大学の「教育」

「研究」「ガバナンス」改革を加速化 

➣ガバナンス改革を通じた学長の改革構想の実現に向けて、地域イノベーションの創出 

や世界最高水準の教育研究の展開に向けた経営改革を支援 

 

○私立大学等の改革の推進等 --(4, 376億円) 
➣各大学の機能強化・特色化を加速する改革を促す支援  

○国立高等専門学校の高度化・国際化 --(626億円) 

➣AI時代を先導する人材育成や“KOSEN”の海外展開を通じて、高等専門学校の機能の 

高度化・国際化を推進するとともに、地域に求められる人材育成機関としての機能を強化 

 

○学校施設等の整備の推進  
◆公立学校施設整備 --(1,608億円) 
➣計画的・効率的な長寿命化を図る整備を中心に、防災機能を強化するため、耐震 

化、トイレ改修、空調設置、給食施設の整備や教育環境の改善等を推進 

 

◆国立大学等施設整備 --(1,155億円) 
➣防災機能強化など安全性の確保、地方創生や Society5.0の実現に向けた機能強化 

等への対応など、計画的・重点的な施設整備を推進するとともに、新しい時代に 

ふさわしい国立高等専門学校の機能の高度化･国際化を実現するため、老朽施設の 

改善整備や寮の整備なども推進 

 

◆私立学校施設等の整備 --(195億円) 
➣私立学校施設の防災機能を強化するため、非構造部材を含む耐震化を促進  

◆認定こども園の施設整備 --(34億円) 
➣増加する認定こども園等の施設整備、耐震化、防犯対策を支援  

  

教育政策推進のための基盤の整備 
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○学校・家庭・地域の連携・協働の推進 --(64億円) 
➣「社会に開かれた教育課程」の理念を踏まえたコミュニティ・スクールと地域学校協 

働活動との一体的推進による地域の教育力の向上（学校の働き方改革に資する取組や 

地域による学習支援、体験活動の充実等） 

 

○新時代の学びを支える先端技術の活用推進  

◆GIGAスクールネットワーク構想の実現 (新 規) 
➣全ての小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるＩＣＴを活用した新時代 

の学びの基盤となる、高速かつ大容量の通信ネットワークの整備を推進 

 

◆新時代の学びにおける先端技術導入の取組支援 --(3億円) 
➣ＩＣＴを基盤とした先端技術や教育ビックデータの効果的な活用に関する実証研究や 

自治体支援を実施 

 

○新しい時代に求められる資質・能力の育成  

◆小・中・高等学校を通じた情報教育強化事業 --(2億円) 
➣新学習指導要領を踏まえたプログラミング教育、情報モラル教育をはじめとする 

情報教育の強化・充実 
 

◆地域との協働による高等学校教育改革の推進 --(3億円) 
➣Society 5.0に向けた人材育成として、高等学校が地域と協働してコンソーシアム 

を構築し、地域課題の解決等を通じた探究的な学びを実現する取組を推進 
 

◆ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアムにおける拠点校を目指した取組 --(1億円) 
➣Society5.0の実現に向けた人材育成として、高等学校と国内外の大学、企業、国際 

機関等が協働し、高校生へより高度な学びを提供する仕組みを構築  

◆道徳教育の充実 --(42億円) 
➣道徳科の教科書の無償給与、道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援、「道徳教育 

アーカイブ」の充実 
 

○いじめ・不登校対応等の推進 --(69億円) 
➣スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置充実（虐待、いじめ・不登

校対策等のための重点配置） 

➣不登校児童生徒に対する支援体制の整備推進（教育支援センターの機能強化等） 

➣ＳＮＳ等を活用した相談体制の構築 

➣夜間中学の設置促進、夜間中学の教育活動の充実・受け入れる生徒の拡大 

 

○高大接続改革の推進 --(60億円) 
➣高校における教育の質の確保のためＰＤＣＡサイクルの構築に向けた調査研究 

➣令和２年度から開始する「大学入学共通テスト」の円滑な実施や「大学入試英語成績 

提供システム」の着実な運営、及び調査書の電子化に向けた環境整備 

 

  

 
 

○グローバル社会における児童生徒の教育機会の確保・充実 --(182億円) 

➣在外教育施設の教育機能の強化（派遣教師数の拡充、在外教育施設の高度グローバル 

人材育成拠点事業の拡充、学校図書等の充実 等） 

➣高校生の国際交流の充実（海外留学・交流等の拡充、アジアの留学生受入拡充） 

 

社会の持続的な発展をけん引するための多様な力の育成 

夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力の育成 
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○Society5.0の到来等を見据えた高等教育改革の促進  

◆卓越大学院プログラム --(74億円) 
➣国内外のトップ大学や企業等と組織的連携を図り、世界最高水準の教育・研究力を 

結集した学位プログラムを構築し、研究者から高度専門職業人まで、あらゆるセク 

ターを牽引する卓越した博士人材を養成するプログラムを拡充 

 

◆大学における数理・データサイエンス教育の全国展開や、知識集約型社会を 

支える人材等の育成 

 

➣数理・データサイエンス・AI教育を推進するため、拠点大学及び協力校の拡充を 

 通じて、新たに専門分野の特性を踏まえた応用基礎レベルの標準カリキュラム等を 

策定するとともに、全国への普及展開を一層加速 

➣大学における産学連携による実践的な教育を推進し、サイバーセキュリティ人材や 

データサイエンティストなどの社会のニーズに応じた人材の育成機能を強化 

➣幅広い教養と深い専門性を両立する新しいタイプの教育プログラムや文理融合の学 

位プログラム等の構築し、Society5.0の社会を支える人材育成に向けた取組を促進 

--(9億円) 

※国立大学法人運営費

交付金の内数 

--（13億円) 

 

(新 規) 

  

 
 

○リカレント教育等社会人の学び直しの総合的な充実 --(93億円) 

➣企業や地域のニーズを踏まえた出口一体型の地方創生に資する人材養成システムの構築 

➣大学における実務家教員育成に関するプログラムの開発・実施等を通じた、大学と 

産業界の連携による人材育成システムを構築 

➣人文・社会系大学院において実践的なリカレント教育を行う学位取得のためのプログ 

ラム構築の促進 

➣女性の学びとキャリア形成の一体的支援によるキャリアアップ・キャリアチェンジの促進 

(新 規) 

 

 

(新 規) 

○特別支援教育の生涯学習化推進プラン  

◆学校卒業後における障害者の学びの支援 --(1億円) 

➣生涯学習、教育、スポーツ、文化、福祉・労働等の関係機関・団体が連携して障害者

の多様な学習活動を支援する体制・拠点等の在り方や生涯にわたる能力の維持・開発・

伸長のための効果的なプログラムに関する実践研究を実施 

 

◆切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実 --(26億円) 

➣医療的ケアを行うための看護師配置人数の拡充  

 

 
 

○幼児教育無償化の実施 --(141億円) 

➣幼児教育無償化の着実な実施（内閣府計上）  

○高校生等への修学支援等  

◆高等学校等就学支援金等 --(3,734億円) 
➣私立高等学校授業料の実質無償化 

➣専攻科等の生徒への修学支援を創設 

 

(新 規) 

◆高校生等奨学給付金 --(139億円) 
➣非課税世帯第１子の給付額の増額 

 
 

生涯学び、活躍できる環境の整備 

学びのセーフティネットの構築 
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◆高校中途退学の未然防止及び高校中退者に対する学習支援等による切れ目ない支援 --(66億円) 
➣スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー活用事業 

➣高校等で学び直す者に対する修学支援 

➣高校中退者等を対象に、高校卒業程度の学力取得等のための学習相談及び学習支援 

のモデルとなる地方公共団体等の取組を支援 

 

○大学等奨学金事業の充実 --(1,170億円) 
➣高等教育の修学支援（授業料等減免・給付型奨学金）の着実な実施（内閣府計上） 

➣無利子奨学金の希望者全員に対する貸与の着実な実施 
 

○外国人受入れ拡大に対応した日本語教育･外国人児童生徒等への教育の充実 --(14億円) 

◆生活者としての外国人に対する日本語教育の充実 --(8億円) 
➣日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくりの推進、日本語学習機会の確保  
◆外国人児童生徒等への教育の充実 --(5億円) 
➣学校における日本語指導体制の充実や多言語翻訳システム等 ICTの活用の促進  

 

  

○2020年東京オリンピック･パラリンピック競技大会等への対応 --(179億円) 

➣競技力向上事業の充実 

➣アンチ・ドーピング体制の整備・強化 

➣オリンピック・パラリンピックムーブメントの推進 

 

○2020 年東京大会以降も見据えたスポーツ･レガシーなどのスポーツ施策

の総合的な推進 
--(171億円) 

➣スポーツ参画人口の拡大（Sport in Life等） 

➣スポーツの成長産業化（スタジアム・アリーナ改革の推進等） 

➣スポーツを通じた地域の活性化（武道・スポーツツーリズムの推進等） 

➣障害者スポーツの振興（障害者スポーツ用具の有効活用の取組等） 

➣スポーツ・インテグリティの推進（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞの遵守に向けた取組の推進等） 

 

  

  
 

○文化財の確実な継承に向けた保存・活用の推進 --(518億円) 

➣防火・防犯に関する緊急状況調査を踏まえた防災対策や適切な周期での修理等を行う 

ことで、文化財及びそれを支える技を次世代に確実に継承するとともに、地域文化財 

の効果的な活用により、保存と活用の好循環を促進 

 

○文化芸術立国に向けた文化芸術の創造・発展と人材育成 --(246億円) 
➣創造的で多様性に富んだ文化芸術立国を形成するため、文化芸術の創造活動及び人材 

育成を推進するとともに、子供たちが多様な文化芸術に触れる環境の充実、生活文化 

の振興や障害者による文化芸術活動の推進を図る取組を実施 

 

○文化資源の“磨き上げ”による好循環の創出 --(171億円) 

➣文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け､より魅力あるものに 

“磨き上げ”る取組を支援し､観光インバウンドに資するコンテンツ作りを進めると 

ともに､先端技術を駆使した効果的な発信を行い､観光･地域振興の好循環を創出 

 

文化芸術立国の実現 

スポーツ立国の実現 
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○研究「人材」「資金」「環境」改革と大学改革を一体的に展開する 

「研究力向上改革２０１９」の推進 
--(3,163億円) 

➣「研究力向上改革２０１９」にて示された研究現場の改革を大学改革と一体的に実行す

ることで、基礎研究をはじめとする研究力の国際的地位のＶ字回復を実現（研究人材強

化体制の構築、多様で挑戦的かつ卓越した研究への支援、「ラボ改革」による研究効率の

最大化・研究時間の確保） 

 

○共創の場の構築によるオープンイノベーションの推進と大学発 

ベンチャー等の創業支援 
--(166億円) 

➣既存の産学官連携拠点の整備に係る取組を大括り化し、知と人材が集積するイノベーシ

ョン・エコシステムの形成を一体的に推進 

➣大学・研究開発法人発のベンチャービジネス等の創業を支援する仕組みを構築 

 

○Society5.0時代の核となる重点分野の戦略的推進と先端研究の 

抜本的強化 
--(129億円) 

➣AI戦略、量子技術イノベーション戦略等の国家戦略の議論などを踏まえ、Society5.0時

代の核となる AI・IoT、量子技術、ナノテク等の重点分野の研究開発を戦略的に推進 

 

○Society5.0を支える世界最高水準の大型研究施設の整備・利活用の 

推進 
--(477億円) 

➣Society5.0を支える世界最高水準の研究基盤である、スーパーコンピュータ「富岳」や、

官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備 

➣SPring-8, SACLA, J-PARCの安定した運転による共用等の促進 

 

○国家的・社会的重要課題の解決に貢献する研究開発の推進 --(1,359億円) 
➣健康・医療戦略やバイオ戦略を見据えた、iPS細胞等による世界最先端医療の実現等の健

康・医療分野の研究開発の推進 

➣防災・減災分野の研究開発を推進。特に、南海トラフにおける新たな地震・津波観測網

の構築を推進 
➣クリーンで経済的なエネルギー社会の実現に向けた研究開発の推進 

 

○国家戦略上重要な技術の研究開発の実施 --(3,420億円) 
➣２０２０年度初号機打ち上げに向けたＨ３ロケット、次世代航空機技術等の宇宙・航空

分野の研究開発の推進及び月近傍有人拠点（Gateway）への参画 
➣海洋・極域分野の研究開発の推進 

➣原子力分野の研究開発・人材育成・安全確保対策等の推進 

 

 

科学技術イノベーションの推進 
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自民党参議院選挙公約と令和２年度概算要求に向けた主要検討事項の対応について 

令和元年８月２日 文部科学省 

参議院選挙公約 令和２年度概算要求に向けた主要検討事項 

◆ 科学技術（Ｐ２５） 

● 「科学技術力は国力に直結する」との考えのもと、「世界で一番イノ

ベーションに適した国」を目指し、「第５期科学技術基本計画」や先

の臨時国会で改正した「イノベーション活性化法」に基づき、

「Society5.0」の実現に向けた科学技術イノベーションの活性化を

官民挙げて推進するとともに、５年間総額26兆円の政府研究開発投

資を目指します。 

 

● 新たな産業フロンティアとして国際争奪競争になっている宇宙分野

において、高精度測位を可能とする準天頂衛星システムや衛星デー

タのオープン＆フリー化とデータプラットフォームの整備、ベンチ

ャー支援などにより、宇宙産業の倍増を目指すとともに、世界をリ

ードして宇宙デブリ対策に取り組み、国際社会に貢献します。 

 

● iPS細胞などの健康・医療や、防災・減災、核融合を含む環境・エネ

ルギー、H3ロケット等の宇宙航空、海洋・極域の各分野、もんじゅ

の廃炉を含めた安全確保対策や、原子力分野・素粒子物理分野の研

究開発を推進するとともに、学術研究基盤の整備・共用を図ります。 

 

 

○Society5.0時代の核となる重点分野の戦略的推進と先端研究の抜本的

強化（Ｐ５） 

➣AI戦略、量子技術イノベーション戦略等の国家戦略の議論などを踏まえ、

Society5.0時代の核となるAI・IoT、量子技術、ナノテク等の重点分野の研究開発

を戦略的に推進 

 

○Society 5.0時代を支える世界最高水準の大型研究施設の整備・利活用の

推進（Ｐ５） 

➣ Society5.0を支える世界最高水準の研究基盤である、スーパーコンピュータ「富

岳」や、官民地域パートナーシップによる次世代放射光施設の整備 

➣SPring-8, SACLA, J-PARCの安定した運転による共用等の促進 

 

○国家戦略上重要な技術の研究開発の実施（Ｐ５） 

➣２０２０年度初号機打ち上げに向けたＨ３ロケット、次世代航空機技術等の宇宙・

航空分野の研究開発の推進及び月近傍有人拠点（Gateway）への参画 

➣海洋・極域分野の研究開発の推進 

➣原子力分野の研究開発・人材育成・安全確保対策等の推進 

（準天頂衛星システムについては内閣府において対応） 

 

○国家的・社会的重要課題の解決に貢献する研究開発の推進（Ｐ５） 

➣健康・医療戦略やバイオ戦略を見据えた、iPS細胞等による世界最先端医療の実現

等の健康・医療分野の研究開発の推進 

➣防災・減災分野の研究開発を推進。特に、南海トラフにおける新たな地震・津波観

測網の構築を推進 

➣クリーンで経済的なエネルギー社会の実現に向けた研究開発の推進 



2 

 

◆ 2020東京オリンピック・パラリンピック（Ｐ２７） 

● 日本選手が多くのメダルを獲得できるよう、オリンピック・パラリ

ンピック競技への一体的な支援の充実、国立強化拠点施設の共同利

用の推進などにより、国際競技力の向上に取り組みます。 

 
 

● スポーツの成長産業化を図るため、スタジアム・アリーナの実現や

IoTやAI活用等による新たなスポーツビジネスの創出の推進などに

よって、国・地域経済の活性化に貢献します。 

● スポーツ・インテグリティの確保のため、スポーツ団体ガバナンス

コードに基づく取組みを推進するほか、国際的なアンチ・ドーピン

グ推進体制の強化支援や、ドーピング防止体制の強化を図ります。 

● 日本で開催されるラグビーワールドカップや女子ハンドボール世界

選手権等の成功を通じて、オリンピック・パラリンピックムーブメ

ントを広げていきます。 

 

○2020年東京オリンピック･パラリンピック競技大会等への対応（Ｐ４） 

➣競技力向上事業の充実 

➣アンチ・ドーピング体制の整備・強化 

➣オリンピック・パラリンピックムーブメントの推進 

 

 

○2020年東京大会以降も見据えたスポーツ･レガシーなどのスポーツ施策

の総合的な推進（Ｐ４） 

➣スポーツ参画人口の拡大（Sport in Life等） 

➣スポーツの成長産業化（スタジアム・アリーナ改革の推進等） 

➣スポーツを通じた地域の活性化（武道・スポーツツーリズムの推進等） 

➣障害者スポーツの振興（障害者スポーツ用具の有効活用の取組等） 

➣スポーツ・インテグリティの推進（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞの遵守に向けた取組の推進等） 
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◆ 教育・文化・スポーツ（Ｐ３０） 

● 「教育は国家の基本」であり、「知・徳・体・食」の均衡のとれた育

成が重要であるとの考えのもと、１０歳くらいまでに基礎・基本の

習得の上に、小学校高学年以降子供たちが切磋琢磨できる学習環境

や学校規模の確保、子に応じた指導の確立や体験活動の充実等を通

じて、高い学力と社会性、倫理観を身に付け、時代を切り拓く力を

持った子供たちを育みます。 

 

● 安定財源を確保し、幼児教育・保育の無償化と「幼児教育振興法」

の制定、年収590万円未満世帯を対象とした私立高等学校の授業料

の実質無償化、真に支援が必要な所得の低い家庭の子供に限った高

等教育の無償化を着実に実施、教育の機会均等を実現します。 

 

 

 

 

 

 

 

● 併せて、高等教育・研究機関の取組み・成果に応じた手厚い支援と

厳格な評価を徹底し、特に問題のある大学には厳しく対応するなど、

徹底的な大学改革に取り組みます。また、わが国の学校教育に重要

な役割を果たす私立学校の振興に取り組むとともに、卒業後拠出金

方式について検討を進めます。 

 

 

 

（概算要求を含め、文部科学省が実施する教育施策全体で対応） 

 

 

 

 

 

 

○幼児教育無償化の実施（Ｐ３） 

➣幼児教育無償化の着実な実施（内閣府計上） 

 

○高校生等への修学支援等（Ｐ３） 

◆高等学校等就学支援金等 

➣私立高等学校授業料の実質無償化 

 

○大学等奨学金事業の充実（Ｐ４） 

➣高等教育の修学支援（授業料等減免・給付型奨学金）の着実な実施（内閣府計上） 

 

（幼児教育振興法の制定については引き続き党において議論） 

 

○国立大学改革の推進（Ｐ１） 

➣取組・成果に応じた手厚い支援と厳格な評価を徹底することにより、国立大学の「教

育」「研究」「ガバナンス」改革を加速化 

➣ガバナンス改革を通じた学長の改革構想の実現に向けて、地域イノベーションの創

出や世界最高水準の教育研究の展開に向けた経営改革を支援 

 

○私立大学等の改革の推進等（Ｐ１） 

➣各大学の機能強化・特色化を加速する改革を促す支援 

（卒業後拠出金方式については引き続き党において議論） 
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● 人生100年時代を見据えて、キャリアアップに向けた社会人向けの

講座の開発や受講者のさらなる負担軽減等の取組を通じ、就職氷河

期世代を含めた社会人の学び直しを支援します。 

 

○リカレント教育等社会人の学び直しの総合的な充実（Ｐ３） 

➣企業や地域のニーズを踏まえた出口一体型の地方創生に資する人材養成システムの構築 

➣大学における実務家教員育成に関するプログラムの開発・実施等を通じた、大学と

産業界の連携による人材育成システムを構築 

➣人文・社会系大学院において実践的なリカレント教育を行う学位取得のためのプロ

グラム構築の促進 

➣女性の学びとキャリア形成の一体的支援によるキャリアアップ・キャリアチェンジの促進 

 

● 教師が子供たちと向き合う時間を増やすとともに、新学習指導要領

を円滑に実施するため、学校での働き方改革を行います。そのため、

ＩＣＴによる公務の情報化を進めるとともに、学校の指導・事務体

制の効果的な強化、サポートスタッフや部活動指導員の配置促進、

学校運営協議会（コミュニティ・スクール）と地域学校協働活動の

一体的な推進、さらには、教師の養成支援、採用と研修の一体改革

などを進め、「チーム学校」をつくります。また、小規模な自治体の

教育委員会への支援を推進します。 

 

 

 

 

 

 

● 豊かな生涯の基礎となる一貫した道徳教育を着実に推進するととも

に、発達段階に応じた作文や卒業論文の指導などの論理的思考や、

課題解決能力を伸ばす教育を推進します。 

 

○新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための指導・

運営体制の構築（チームとしての学校運営体制の推進）（Ｐ１） 

◆義務教育費国庫負担金 

➣義務教育9年間を見通した指導体制支援(小学校英語専科指導、教科担任制の先行

的取組)、中学校における学びや生活に関する課題への対応、主幹教諭や事務職員

による学校マネジメント機能強化、貧困等に起因する学力課題の解消への対応のた

めの教員等の増員 

◆専門スタッフや外部人材の拡充 

➣スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーや部活動指導員などの専門スタ

ッフや、事務作業軽減のためのスクール・サポート・スタッフなど外部人材の拡充 

 

○学校・家庭・地域の連携・協働の推進（Ｐ２） 

➣「社会に開かれた教育課程」の理念を踏まえたコミュニティ・スクールと地域学校

協働活動との一体的推進による地域の教育力の向上（学校の働き方改革に資する取

組や地域による学習支援、体験活動の充実等） 

 

○新しい時代に求められる資質・能力の育成（Ｐ２） 

◆道徳教育の充実 

➣道徳科の教科書の無償給与、道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援、「道徳教育

アーカイブ」の充実 

◆ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアムにおける拠

点校を目指した取組 

➣Society5.0の実現に向けた人材育成として、高等学校と国内外の大学、企業、国

際機関等が協働し、高校生へより高度な学びを提供する仕組みを構築 
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◆地域との協働による高等学校教育改革の推進 

➣Society 5.0に向けた人材育成として、高等学校が地域と協働してコンソーシアム

を構築し、地域課題の解決等を通じた探究的な学びを実現する取組を推進 

 

● いじめや児童虐待、不登校、発達障害などへの対策を強化するため、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、スクールロ

イヤー、特別支援教育支援員など、関係機関が連携して、相談・支

援体制を強化します。また、インターネット内での問題行動に対す

る取組みを強化するとともに、家庭教育支援に関する方針の作成や

「家庭教育支援法」の制定に向けた取組みを推進します。 

○いじめ・不登校対応等の推進（Ｐ２） 
➣スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置充実（虐待、いじめ・
不登校対策等のための重点配置） 
➣不登校児童生徒に対する支援体制の整備推進（教育支援センターの機能強化等） 

 

○特別支援教育の生涯学習化推進プラン（Ｐ３） 

◆切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実 
➣医療的ケアを行うための看護師配置人数の拡充 

 

○新しい時代に求められる資質・能力の育成（Ｐ２） 

◆小・中・高等学校を通じた情報教育強化事業 
➣新学習指導要領を踏まえたプログラミング教育、情報モラル教育をはじめとする情
報教育の強化・充実 

 

（家庭教育支援法については引き続き党において議論） 

● 英語教育の充実や高校教育改革を通じて、世界でも地域でも活躍す

る革新的な人材の育成を推進します。また、海外の日本人学校の教

育環境を整備するとともに、海外から帰国した子供や外国人の子供

の公立学校における受入れ環境を充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

○新しい時代に求められる資質・能力の育成（Ｐ２） 

◆ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアムにおける拠

点校を目指した取組 

➣Society5.0の実現に向けた人材育成として、高等学校と国内外の大学、企業、国

際機関等が協働し、高校生へより高度な学びを提供する仕組みを構築 

◆地域との協働による高等学校教育改革の推進 

➣Society 5.0に向けた人材育成として、高等学校が地域と協働してコンソーシアム

を構築し、地域課題の解決等を通じた探究的な学びを実現する取組を推進 

 

○グローバル社会における児童生徒の教育機会の確保・充実（Ｐ２） 

➣在外教育施設の教育機能の強化（派遣教師数の拡充、在外教育施設の高度グローバ

ル人材育成拠点事業の拡充、学校図書等の充実 等） 

➣高校生の国際交流の充実（海外留学・交流等の拡充、アジアの留学生受入拡充） 
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○外国人受入れ拡大に対応した日本語教育･外国人児童生徒等への教育の

充実（Ｐ４） 

◆生活者としての外国人に対する日本語教育の充実 

➣日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくりの推進、日本語学習機会の確保 

◆外国人児童生徒等への教育の充実 

➣学校における日本語指導体制の充実や多言語翻訳システム等ICTの活用の促進 

 

● Society 5.0の時代において、子供たちが未来社会を切り拓くために

必要な資質・能力を育むため、子供たち一人一台のPC等の設備の実

現や低価格で使用できる学習用PCの開発、それらを最大限活用する

のに必要なSINETから教室までの高速通信ネットワークなど、学校

のICT環境の抜本的な改善により、ICTを活用した学習の促進や情報

モラル教育、依存症対策等に留意しつつ、子供たちが互いに切磋琢

磨しながら一人ひとりの力を最大限引き出す教育環境の整備を図り

ます。 

 

○新時代の学びを支える先端技術の活用推進（Ｐ２） 

◆GIGAスクールネットワーク構想の実現 

➣全ての小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校におけるＩＣＴを活用した新時

代の学びの基盤となる、高速かつ大容量の通信ネットワークの整備を推進 

◆新時代の学びにおける先端技術導入の取組支援 

➣ＩＣＴを基盤とした先端技術や教育ビックデータの効果的な活用に関する実証研

究や自治体支援を実施 

 

● 学校施設は、学習の場であるとともに、地域社会や防災、国民保護

の拠点としての役割を果たすことから、国土強靭化の観点を踏まえ、

非構造部材も含めた耐震化・老朽化対策や空調設備、トイレ改修、

給食施設の整備などの学習環境整備、避難所としての防災機能の整

備を支援します。 

○学校施設等の整備の推進（Ｐ１） 

◆公立学校施設整備 

➣計画的・効率的な長寿命化を図る整備を中心に、防災機能を強化するため、耐震化、

トイレ改修、空調設置、給食施設の整備や教育環境の改善等を推進 

◆国立大学等施設整備 

➣防災機能強化など安全性の確保、地方創生やSociety5.0の実現に向けた機能強化

等への対応など、計画的・重点的な施設整備を推進するとともに、新しい時代にふ

さわしい国立高等専門学校の機能の高度化･国際化を実現するため、老朽施設の改

善整備や寮の整備なども推進 

◆私立学校施設等の整備 

➣私立学校施設の防災機能を強化するため、非構造部材を含む耐震化を促進 

◆認定こども園の施設整備 

➣増加する認定こども園等の施設整備、耐震化、防犯対策を支援 
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● 高等教育の質の向上に向けて、強みを活かした連携・統合の促進、

国公立大、私大、高専、専修学校への支援・経営基盤の強化、高校

との接続改革、社会人の学び直しやAIなど今後の社会変化を踏まえ

た教育等を推進します。 

 

○国立大学改革の推進（Ｐ１） 

➣取組・成果に応じた手厚い支援と厳格な評価を徹底することにより、国立大学の「教

育」「研究」「ガバナンス」改革を加速化 

➣ガバナンス改革を通じた学長の改革構想の実現に向けて、地域イノベーションの創

出や世界最高水準の教育研究の展開に向けた経営改革を支援 

 

○私立大学等の改革の推進等（Ｐ１） 

➣各大学の機能強化・特色化を加速する改革を促す支援 

 

○国立高等専門学校の高度化・国際化（Ｐ１） 

➣AI時代を先導する人材育成や“KOSEN”の海外展開を通じて、高等専門学校の機能

の高度化・国際化を推進するとともに、地域に求められる人材育成機関としての機

能を強化 

 

○高大接続改革の推進（Ｐ２） 

➣高校における教育の質の確保のためＰＤＣＡサイクルの構築に向けた調査研究 

➣令和２年度から開始する「大学入学共通テスト」の円滑な実施や「大学入試英語成

績提供システム」の着実な運営及び、調査書の電子化に向けた環境整備 

 

○Society5.0の到来等を見据えた高等教育改革の促進（Ｐ３） 

◆大学における数理・データサイエンス教育の全国展開や、知識集約型

社会を支える人材等の育成 

➣数理・データサイエンス・AI教育を推進するため、拠点大学及び協力校の拡充を通

じて、新たに専門分野の特性を踏まえた応用基礎レベルの標準カリキュラム等を策

定するとともに、全国への普及展開を一層加速 

➣大学における産学連携による実践的な教育を推進し、サイバーセキュリティ人材や

データサイエンティストなどの社会のニーズに応じた人材の育成機能を強化 

➣幅広い教養と深い専門性を両立する新しいタイプの教育プログラムや文理融合の学

位プログラム等の構築し、Society5.0の社会を支える人材育成に向けた取組を促進 
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● 世界最高水準の研究拠点の形成や人材の育成・確保を行います。ま

た、AI、材料、光・量子などの先端的な研究開発の支援や研究デー

タや人材情報の利活用環境の整備等を推進し、産学官共創システム

を構築します。 

 

● わが国の研究力を向上させるため、特に将来を担う若手研究者や女

性研究者の研究環境を整えます。博士課程学生やポスドクへの多様

な財源による経済的支援の充実や優秀な若手へのポストの重点化を

進めるとともに、基盤的経費の確保や競争的資金の充実等を通じて、

研究環境の整備や独創的かつ挑戦的な研究への支援等、基礎研究の

振興を推進します。 

 

 

 

 

 

○研究「人材」「資金」「環境」改革と大学改革を一体的に展開する 

「研究力向上改革２０１９」の推進（Ｐ５） 

 ➣「研究力向上改革２０１９」にて示された研究現場の改革を大学改革と一体的に実
行することで、基礎研究をはじめとする研究力の国際的地位のＶ字回復を実現（研

究人材強化体制の構築、多様で挑戦的かつ卓越した研究への支援、「ラボ改革」に

よる研究効率の最大化・研究時間の確保） 

 

○Society5.0時代の核となる重点分野の戦略的推進と先端研究の抜本的

強化（Ｐ５） 

➣AI戦略、量子技術イノベーション戦略等の国家戦略の議論などを踏まえ、Society5.0

時代の核となるAI・IoT、量子技術、ナノテク等の重点分野の研究開発を戦略的に推進 

 

○共創の場の構築によるオープンイノベーションの推進と大学発ベンチャ

ー等の創業支援（Ｐ５） 

➣既存の産学官連携拠点の整備に係る取組を大括り化し、知と人材が集積するイノベ

ーション・エコシステムの形成を一体的に推進 

➣大学・研究開発法人発のベンチャービジネス等の創業を支援する仕組みを構築 

 ● 文化による国家ブランド力を高めるため、文化GDPに関する国際的

な議論の先導や文化行政の基盤を整え令和の時代に相応しい文化立

国日本を国内外に発信します。 

○文化財の確実な継承に向けた保存・活用の推進（Ｐ４） 

➣防火・防犯に関する緊急状況調査を踏まえた防災対策や適切な周期での修理等を行

うことで、文化財及びそれを支える技を次世代に確実に継承するとともに、地域文

化財の効果的な活用により、保存と活用の好循環を促進 

 

○文化芸術立国に向けた文化芸術の創造・発展と人材育成（Ｐ４） 

➣創造的で多様性に富んだ文化芸術立国を形成するため、文化芸術の創造活動及び人

材育成を推進するとともに、子供たちが多様な文化芸術に触れる環境の充実、生活

文化の振興や障害者による文化芸術活動の推進を図る取組を実施 

 

○文化資源の“磨き上げ”による好循環の創出（Ｐ４） 

➣文化財をはじめとする我が国固有の文化資源に付加価値を付け､より魅力あるもの

に“磨き上げ”る取組を支援し､観光インバウンドに資するコンテンツ作りを進める

とともに､先端技術を駆使した効果的な発信を行い､観光･地域振興の好循環を創出 
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● 障害者も含め、誰もが生涯にわたりスポーツを楽しめるよう、スポ

ーツに親しむ機会の充実やスポーツ施設整備の推進を図るととも

に、スポーツを通じた健康増進や地域活性化、スポーツの成長産業

化などを通じて、スポーツ立国の実現を目指します。 

○2020年東京オリンピック･パラリンピック競技大会等への対応（Ｐ４） 

➣競技力向上事業の充実 

➣アンチ・ドーピング体制の整備・強化 

➣オリンピック・パラリンピックムーブメントの推進 

 

○2020年東京大会以降も見据えたスポーツ･レガシーなどのスポーツ施策

の総合的な推進（Ｐ４） 

➣スポーツ参画人口の拡大（Sport in Life等） 

➣スポーツの成長産業化（スタジアム・アリーナ改革の推進等） 

➣スポーツを通じた地域の活性化（武道・スポーツツーリズムの推進等） 

➣障害者スポーツの振興（障害者スポーツ用具の有効活用の取組等） 

➣スポーツ・インテグリティの推進（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｺｰﾄﾞの遵守に向けた取組の推進等） 
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